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石巻市ＳＤＧｓ未来都市計画
最大の被災地から未来都市石巻を目指して
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（１）計画タイトル

（２）2030年のあるべき姿

（３）2030年のあるべき姿の実現へ向けた優先的なゴール

（４）2030年のあるべき姿の実現へ向けた取組の達成状況
No 指標名

※【】内はゴール・ターゲット番号
達成度
(%)

1
AI・RPA等調査・導入件数
（累計）
【4.4、8.3、8.9、9.5、9.b】

2019年度 0 件 2020年度 15 件 2030年度 55 件 27.3%

2 新規雇用創出人数（累計）
【4.4、8.3、9.b】

2019年度 47 人 2020年度 98 人 2030年度 968 人 5.5%

3 地域互助活動実施団体数
【3.c、11.2、17.17】

2019年度 10 団体/年 2020年度 21 団体/年 2030年度 80 団体/年 15.7%

4 総合防災訓練参加率
【11.5、17.17】

2018年度 17.8 % 2020年度 14.9 % 2030年度 38.7 % -13.9%

5 市域の温室効果ガス排出量
【7.a、12.5、13.3】

2017年度 1,322 千t-CO2/年 2020年度 1,229 千t-CO2/年 2030年度 1,057 千t-CO2/年 35.1%

6 ごみリサイクル率
【12.5、13.3】

2019年度 12.1 % 2020年度 9.7 % 2030年度 15.7 % -66.7%

（５）「2030年のあるべき姿の実現へ向けた取組の達成状況」を踏まえた進捗状況や課題等
　2020年度の実績/目標について、「AI・RPA等調査・導入件数」（実績15件/目標5件）及び「新規雇用創出人数」（実績98人/目標88人）は、いずれも目
標を達成しており、経済面での取組は順調に推移している。
　社会面は、「地域互助活動実施団体数」（実績21団体/目標24団体）は概ね順調であるものの、「総合防災訓練参加率」（実績14.9%/目標19.7%）は
コロナ禍に配慮した新たな訓練方法（シェイクアウト訓練等）により訓練を実施したものの、目標とした参加率には至らなかった。訓練方法や周知方法の改善等につ
いて検討し目標達成を目指す。
　環境面は、「市域の温室効果ガス排出量」（実績1,229千t-CO2/目標1,276千t-CO2）は2020年度の目標を達成したが、「ごみリサイクル率」（実績
9.7%/目標14.8%）は目標に至らなかった。再生資源集団回収の推進等、市民のリサイクル意識を向上させる取組を進め目標達成を目指す。

当初値

SDGs未来都市等進捗評価シート

１．全体計画（2030年のあるべき姿）

最大の被災地から未来都市石巻を目指して　～グリーンスローモビリティと「おたがいさま」で支え合う持続可能なまちづくり～

経済 社会 環境

①被災地に新たに整備した産業用地等への企業誘致や産業集積等により地域経済が活性化
②自助・共助・公助の防災体制が整った災害に強いまちが実現
③環境にやさしい低炭素・循環型社会が実現
　そして、新たな移動手段の構築等の取組により、「コミュニティを核とした持続可能な地域社会」が実現することで、「地域の中に相手を思いやる『おたがいさま』の声
があふれる支え合いのまちづくり」が実現している。

2030年（目標値）2020年（現状値）

2020年度



（１）自治体SDGsの推進に資する取組の達成状況

No 取組名 指標名 達成度
（％）

1 地域産業の競争力
強化

人材育成・研究開発
等の事業の実施数

2019年度 7 件/年 2020年度 11 件/年 2022年度 8 件/年 400.0%

2 企業の立地等による
雇用の創出

新規雇用創出人数
（累計）

2019年度 47 人 2020年度 98 人 2022年度 264 人 23.5%

3 ともに協力し支え合う
地域づくりの推進

地域互助活動実施団
体数

2019年度 10 団体/年 2020年度 21 団体/年 2022年度 40 団体/年 36.7%

4 災害に強いまちづくり
の推進 総合防災訓練参加率 2018年度 17.8 % 2020年度 14.9 % 2022年度 23.5 % -50.9%

5 低炭素社会・循環
型社会の実現

市域の温室効果ガス
排出量

2017年度 1,322 千t-CO2/年 2020年度 1,229 千t-CO2/年 2022年度 1,232 千t-CO2/年 103.3%

6 環境市民の育成 環境市民育成事業受
講者数（累計）

2019年度 90 人 2020年度 55 人 2022年度 270 人 -19.4%

（２）自律的好循環の形成へ向けた制度の構築等

（３）「自治体SDGsの推進に資する取組の達成状況」を踏まえた進捗状況や課題等

（４）有識者からの取組に対する評価

SDGs未来都市等進捗評価シート

１．全体計画（自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組）：計画期間2020年～2022年

・ＳＤＧｓの枠組みの下で推進される復興事業や、高齢者に留意したコミュニティ活性化の活動は大変具体的で高く評価できる。
・パートナー制度の下に地域企業を組織化し、自律的好循環の実現を目指す地域経済活性化の取組も的確であると思料する。
・石巻パートナー制度で周辺自治体と連携する登録制度がコロナ禍にかかわらず、実績を上げている。環境市民の受講者数、リサイクル率の回復を期待する。
・貴市の全体計画の根幹をなすグリーンスローモビリティの実装について、今後の更なる進展を期待する。
・「SDGｓ未来企業制度」の整備はいつ完成を目指しているのか。また、この制度導入による経済・社会・環境面での効果はどの様に見込んでいるか。近隣自治体との
連携に向けた課題及びその対応状況などについて共有されることが望まれる。
・総合防災訓練について、コロナ禍に対応した取組をしたということだが、具体的にはどのような工夫をされたのか。また、それを踏まえて、どのように今後展開すると考えて
いるのか。現在の表記では具体性がわからないため、記載を変更いただくと適切な評価がなされると思料する。
・地域互助活動を担いうる潜在的団体（町内会等）をどの程度の数があるのか、その中で、2022年度目標40団体、2030年度目標80団体はどの程度の比率に
なるのか。グリーンスローモビリティの延べ利用人数については、年間5000人は実装といえるのか、説明が望まれる。
・コミュニケーションAIロボットの開発は重要のため、技術のある企業と連携することも重要だと思料する。

　2020年度の実績/目標について、「地域産業の競争力強化」の「人材育成・研究開発等の事業の実施数」（実績11件/目標8件）は目標を達成し、順調に推
移している。
　一方、「災害に強いまちづくりの推進」の「総合防災訓練参加率」（実績14.9%/実績19.7％）は、コロナ禍の影響を受け2020年度の目標達成に至らなかった。
訓練方法や周知方法の改善等により参加率の向上を目指す。
　また、「環境市民の育成」の「環境市民育成事業受講者数」（実績55人/目標90人）についても、コロナ禍の影響により環境市民講座を予定していた回数実施
することができなかったこと等により2020年度の目標達成に至らなかった。感染拡大の状況を注視しつつ、コロナ禍に配慮した実施方法等を検討する等により目標達
成を目指す。

当初値 2019年
実績

2022年
目標値

2020年
実績

2018年
実績

・いしのまきＳＤＧｓパートナー制度
　ＳＤＧｓの普及啓発等に取り組む企業、団体等をパートナーとして登録し、市及びパートナーのホームページを相互にリンクする等により、より効果的な普及啓発を
図る制度を創設した（令和３年３月要綱制定、４月運用開始）。
・（仮称）いしのまき圏域ＳＤＧｓ未来企業制度
　ＳＤＧｓの達成に向け具体的に取り組んでいる企業等を登録し、地元金融機関等と連携し取組の推進を図る制度の創設に向け検討を進めた。現在、近隣自治
体と圏域として取り組む方向で検討を進めている。

2020年度



（１）モデル事業又は取組名

（２）モデル事業又は取組の概要

（３）三側面ごとの取組の達成状況
取組名 取組内容 指標名 達成度

（％）

【経済】
①－１　地域に雇
用を生み稼ぐ仕組み
の構築

①－２　未来技術
の活用及びIT人材
の育成

　企業育成支援事業や
産業振興対策事業等の
実施により、地域に雇用を
生み稼ぐ仕組みを構築す
る。
　ICT活用推進事業や石
巻地域連携コンソーシアム
の取組により、未来技術の
活用及びIT人材の育成を
図る。

新規雇用創出人
数（累計）

2019年度 47 人 2020年度 98 人 2022年度 264 人 23.5%

【社会】
②－１　地域コミュニ
ティによる支え合いの
推進

②－２　次世代型
地域包括ケアの推進

　コミュニティカーシェアリン
グ推進事業、地域福祉
コーディネーター推進事
業、避難行動要支援者
支援事業の実施により、
地域コミュニティによる支え
合いの推進を図る。
　地域力強化推進事業、
多機関の協働による包括
的支援体制構築事業の
実施により、次世代型地
域包括ケアの推進を図る

地域互助活動実
施団体数

2019年度 10 団体/年 2020年度 21 団体/年 2022年度 40 団体/年 36.7%

【環境】
③－１　低炭素社
会の実現

③－２　環境市民
の育成

　太陽光発電等普及促
進事業や電気自動車の
導入により、低炭素社会
の実現を目指す。
　自然環境体験普及啓
発事業や環境市民育成
事業の実施により、環境
市民の育成を図る。

市域の温室効果
ガス排出量

2017年度 1,322 千ｔ-CO2/年 2020年度 1,229 千ｔ-CO2/年 2022年度 1,232 千ｔ-CO2/年 103.3%

（４）「三側面ごとの取組の達成状況」を踏まえた進捗状況や課題等

SDGs未来都市等進捗評価シート

２．自治体ＳＤＧｓモデル事業又は特に注力する先導的取組

　2020年度の実績/目標について、経済面及び環境面については、それぞれ設定した目標（「新規雇用創出人数」及び「市域の温室効果ガス排出量」）を達成しており、順調に
推移している。また、社会面（「地域互助活動実施団体数」）については、目標達成には至らなかったものの、2020年度目標（24団体）に対する実績（21団体）の達成度が
87.5%であり、概ね順調に推移している。地域における住民主体の課題解決力を強化し、ともに協力し支え合う地域づくりを推進するため、地域互助活動促進事業助成金の活用
促進を図ることにより目標達成を目指す。

コミュニティを核とした持続可能な地域社会の構築

公共交通と地域カーシェアリングを結び付ける地域交通情報アプリケーション（ローカル版MaaS）を活用し、グリーンスローモビリティを地域の支え合いによる新たな移動手段として確
立する。また、未来技術を搭載したAIロボットを高齢者と地域を繋ぐ新たなコミュニケーションツールとし、高齢者の孤立防止等を図る。

2018年
実績

2020年
実績

当初値 2019年
実績

2022年
目標値

2020年度



（１）三側面をつなぐ統合的取組名

（２）三側面をつなぐ統合的取組の概要

（３）三側面をつなぐ統合的取組による相乗効果

（４）三側面をつなぐ統合的取組の達成状況
No 指標名 達成度

（％）

1
【経済→環境】
ハイブリッドリユース事業による資
源の再利用件数

2019年度 0 件/年 2020年度 6 件/年 2022年度 200 件/年 3.0%

2
【環境→経済】
ハイブリッドリユース事業実施事業
者数

2019年度 0 社 2020年度 0 社 2022年度 4 社 0.0%

3
【経済→社会】ハイブリッドリユース
事業によって生産された製品の利
用者数（市内在住者）

2019年度 0 人/年 2020年度 0 人/年 2022年度 160 人/年 0.0%

4
【社会→経済】
カーシェアリングの買い物等延べ利
用者数

2019年度 1,900 人/年 2020年度 5,103 人/年 2022年度 2,400 人/年 640.6%

5
【環境→社会】
グリーンスローモビリティの延べ利用
者数

2019年度 0 人/年 2020年度 12 人/年 2022年度 5,000 人/年 0.2%

6 【社会→環境】
市民のSDGs認知度

2019年度 19.1 % 2020年度 26.5 % 2022年度 50.0 % 23.9%

（５）自律的好循環の形成に向けた取組状況

（６）「三側面をつなぐ統合的取組の達成状況」を踏まえた進捗状況や課題等

2022年
目標値

グリーンスローモビリティを活用した協働による新たな移動手段の構築事業

　地元自動車整備事業者によるハイブリッドリユース事業で生産された電気自動車を、地域の新たな移動手段として活用することにより、地域経済の活性化及び地域住民の
活動促進を図ることで、自律的好循環の形成を目指す。
　ハイブリッドリユース事業については、ステークホルダーである豊田通商(株)及び石巻専修大学の連携のもとで地元自動車整備事業者に対する技術指導研修会を実施。地
元事業者４社が参加し、専門的な技術及び知識を学んだ。（その後、ハイブリッドリユース事業推進のため、地元事業者４社でＪＶの結成に向けて準備を進めている。）

　新型コロナウィルス感染拡大の影響により、グリーンスローモビリティの納品に遅れが生じ、2020年度の導入時期が３月となり、また、導入台数が１台となったため、「グリーン
スローモビリティの延べ利用者数」は2020年度の目標を大きく下回る結果（実績12人/目標300人）となった。2021年度は地元事業者による生産開始を目標に各種調
整を進める。
　一方、「カーシェアリングの買い物等延べ利用者数」については、コロナ禍に対応した運用（手指消毒液の車内設置、車内パーテーションの設置、車内の消毒等）を行った
結果、2020年度の目標を大きく上回る利用者数（実績5,103人/目標2,000人）となった。
　「市民のSDGs認知度」は、2020年度の目標に達しなかった（実績26.5%/目標30.0%）が、認知度調査の実施時期が2020年7・8月のため、SDGs未来都市選定
以降に行った普及啓発の取組が反映前の結果となっている。引き続き普及啓発に取り組むとともに、より効果的な方法を検討しさらなる認知度向上を目指す。

地域交通情報アプリケーション（ローカル版MaaS）を活用して公共交通と地域カーシェアリングのマッチング・乗継支援を行い、グリーンスローモビリティを活用することで、地域
住民の新たな移動手段を構築する。また、コミュニケーションロボットとの連携により、高齢者の孤立防止・健康増進及び外出機会の創出を図る。

2018年
実績

2019年
実績

2020年
実績

当初値

SDGs未来都市等進捗評価シート

２．自治体ＳＤＧｓモデル事業又は特に注力する先導的取組（三側面をつなぐ統合的取組）

東日本大震災以降に被災者の移転先として新たに整備し
た新市街地において、コミュニティ・カーシェアリングによるグ
リーンスローモビリティの運用を開始。コミュニティ・カーシェアリ
ングの推進により地域住民の外出機会の創出及び親睦が
図られるとともに、買い物への活用によって消費拡大に貢献
した。

「マンガでわかる石巻・SDGsを学ぶ本」の作成（全世帯へ
の配布）や「石巻市SDGsオンラインシンポジウム
（2021.3.22）」の開催等、SDGsの普及啓発に係る
様々な取組の実施によって、市民のSDGs認知度の向上
が図られた。SDGs認知度向上により、環境保全に直結す
る目標の理解を通じた市民の環境に対する意識向上への
貢献が期待できる。

ハイブリッドリユース事業において、地元自動車整備
事業者に対する技術研修会を実施。地域にこれまで
無かった新たな事業の実施による地域経済の活性化
とともに、資源の消費抑制と有効利用の促進に向け
た第一歩を踏み出した。

2020年度

経済⇔環境 経済⇔社会 社会⇔環境



SDGs未来都市等進捗評価シート

２．自治体ＳＤＧｓモデル事業又は特に注力する先導的取組（三側面をつなぐ統合的取組）

2020年度

（７）有識者からの取組に対する評価

・グリーンスローモビリティ実現に向けたハイブリッドリユース事業は具体的で、その成功が強く期待される。この事業が成功し、地域経済の活性化への貢献を期待する。
・ＩＴ人材育成、包括ケア実施団体数、カーシェアリングともに意欲的な計画が成果につながっている。SDGｓの認識向上を具体的にどこに展開するかの検討を期待する。
・ビジネス展開に持ち込めるように、安く製造できる工夫が必要である。
・ハイブリッドリユースの車体を軽自動車など、今ある物を活用することも考える必要がある。
・コミュニティカーシェアリングにおけるグリーンスローモビリティと通常のカーシェアリングは各々どのようにターゲットを設定しているのか。後者は既に目標を大幅に超えているようだが、
どの程度まで拡大することが予測されるのか、説明が望まれる。
・環境市民育成事業受講者数について、実績評価について言及があるが、本事業については受講者数のみで評価すれば十分というわけではなく、市民の行動変容につながっ
ていくことを目指すべきであることから、他の自治体における取組なども参考にしつつ、再検討を期待する。
・交通アプリケーションと従前作成していた観光等のアプリの比較で、SDGｓ未来都市モデル事業としてどのような取組を実現したか、今後のロボットとの連携、カーシェアリング、
スマートコミュニティとの連携について明示的な説明を期待する。
・アプリやAIロボットの普及状況について、報告書に具体的に記載いただくことが望ましい。また、AIロボットの普及展開を今後どのように進めていくのか。AIロボットをMaaSアプリ
との連携に使うだけでなく、多面的な活用を、外部人材も活用しながら検討いただきたい。
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